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１．地方公会計の整備促進について 

地方公共団体の会計は、国の会計と同じく、住民から徴収された対価性のない税財源の配

分を、議会における議決を経た予算を通じて事前統制の下で行うという点で、営利を目的と

する企業会計とは根本的に異なっています。すなわち、税金を活動資源とする国・地方公共

団体の活動は、国民・住民福祉の増進等を目的としており、予算の議会での議決を通して、

議会による統制の下に置かれているため（財政民主主義）、国・地方公共団体の会計では、

予算の適正・確実な執行に資する観点から、現金の授受の事実を重視する現金主義が採用さ

れているところです。 

 

その一方で、国・地方を通じた厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、国民・住民

に対する説明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るために、地方公会計は、

発生主義により、ストック情報やフロー情報を総体的・一覧的に把握することで、現金主義

会計による予算・決算制度を補完するものとして整備が求められてきているところです。 

具体的には、現金主義会計では見えにくいコストやストックを把握することで、中長期的

な財政運営への活用の充実が期待できることや、そのような発生主義に基づく財務書類を

現行の現金主義会計による決算情報等と対比させて見ることにより、財務情報の内容理解

が深まるものと考えられます。 

 

そこで、住民や議会等に対し、財務情報をわかりやすく開示することによる説明責任の履

行と、資産・債務管理や予算編成、行政評価等に有効に活用することで、マネジメントを強

化し、財政の効率化・適正化を図ることが挙げられること、また、地方公会計の整備は、個々

の地方公共団体だけでなく、地方公共団体全体としての財務情報のわかりやすい開示とい

う観点からも必要があるものとして、藤枝市では平成２８年度より、統一的な基準による財

務書類を作成しています。 
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２．財務書類の作成について 

２．１．財務書類の体系 

財務書類の体系は、貸借対照表(BS)、行政コスト計算書(PL)、純資産変動計算書(NW)、資

金収支計算書(CF)及びこれらの財務書類に関連する事項についての附属明細書とします。 

 

貸借対照表 

(BS) 
 

行政コスト計算書

(PL) 
 
純資産変動計算書 

(NW) 
 

資金収支計算書 

(CF) 

借方 貸方  借方 貸方  借方 貸方  借方 貸方 

資産 

(うち 

資金) 

負債  費用 収益  財源の 

減少 

(うち 

純行政 

コスト) 

財源の 

増加 

 現金の 

増加 

現金の 

減少 

 純行政 

コスト 

  

純資産     期末残高  期末残高 

 

 

 

※１ 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本

年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。 

※２ 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。 

※３ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 
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２．２．財務四表の説明 

財務書類名 概   要 

貸借対照表 

貸借対照表は、基準日時点における地方公共団体の財政状態（資

産・負債・純資産の残高及び明細）を明らかにすることを目的

として作成します 

行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、会計期間中の地方公共団体の費用・収益

の取引高を明らかにすることを目的として作成します。費用の

中には、現金支出を伴わない減価償却費等も計上してあります。

また、この計算書で計算した純行政コストは、１年間の行政サ

ービスに掛かる経費を示し、純資産変動計算書の純行政コスト

として計上されます 

純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、会計期間中の地方公共団体の純資産の変

動を明らかにすることを目的として作成します。この計算書で

計算した本年度末純資産残高は、貸借対照表の純資産の部の金

額と一致します 

資金収支計算書 

資金収支計算書は、地方公共団体の資金収支の状態、すなわち

地方公共団体の内部者（首長，議会，補助機関等）の活動に伴う

資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにすることを目的とし

て作成します。この計算書での収入及び支出は、貸借対照表の

現金預金の増加と減少であり、その残高は貸借対照表の現金預

金の金額と一致します 
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２．３．勘定科目の説明 

２．３．１．貸借対照表 

資産の部 

固定資産 

 有形固定資産 

  事業用資産 公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資

産（例：庁舎，学校，公民館，公営住宅，福祉施設など） 

  インフラ資産 社会基盤となる資産（例：道路，橋，公園，上下水道施設な

ど） 

  物品 業務に使用する備品，機械器具や自動車など 

 無形固定資産 

  その他 商標権、知的財産権など 

 投資その他の資産 

  投資及び出資金 有価証券，出資金，出えん金など 

  投資損失引当金 連結対象団体への出資金や保有株式の実質価格が著しく低

下した場合に見込まれる低下額 

  長期延滞債権 貸付金・地方税・使用料等の収入未済額のうち、前年度以前

のもの合計額 

  長期貸付金 奨学金等で返済が翌々年度以降に予定されているもの 

  基金 翌々度以降に取り崩しが予定されている特定目的基金 

  徴収不能引当金 長期延滞債権や長期貸付金で将来の回収不能見込額（不能欠

損額）を見積もった額 

流動資産 

 現金預金 手許現金や預貯金など 

 未収金 地方税や使用料等で今年度に発生した収入未済額 

 短期貸付金 奨学金等で返済が翌年度に予定されているもの 

 基金 

  財政調整基金 年度間の財源不足に備えるため、決算剰余金などを積み立

て、財源が不足する年度に活用する目的の基金 

  減債基金 翌年度の地方債の償還に充当する目的の基金 

 棚卸資産 売却目的で保有している資産 

 徴収不能引当金 未収金や短期貸付金で将来の回収不能見込額（不納欠損額）

を見積もった額 
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負債の部 

固定負債 支払期限の到来が 1 年超の負債及び将来発生する可能性が

ある支出の見積額 

 地方債 有形固定資産の形成等の財源のために国や銀行などから借

り入れた地方債のうち、償還期限の到来が 1年を超えるもの 

 長期未払金 債務負担行為で、既に確定債務とみなされるもので、1年以

内の支払予定額を除いたもの 

 退職手当引当金 年度末に全職員が自己都合で退職したと仮定して算出した

退職金の総額から退職手当組合積立金を差し引いた額 

 損失補償等引当金 履行すべき額が確定していないが、将来発生する可能性のあ

る損失保証債務の見込額 

 その他 上記以外の固定負債（リース負債等） 

流動負債 1年以内に返済や支払いを要するものや既に支払義務が確定

しているもの 

 1 年内償還予定地方債等 国や銀行などから借り入れた地方債のうち、1年以内に償還

予定のもの 

 未払金 債務負担行為で、既に確定債務とみなされるもので、1年以

内の支払予定のもの 

 未払費用 継続して役務の提供を受けている場合、基準日時点において

既に提供された役務に対して未だその対価の支払いを終え

てないもの 

 前受金 基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対

する義務の履⾏を行っていないもの 

 前受収益 継続して役務の提供を行う場合、基準日時点において未だ提

供していない役務に対して支払いを受けたもの 

 賞与等引当金 職員に対する翌年度支給の賞与のうち、本年度の勤務に起因

して発生する分の見込額 

 預り金 基準日時点における第三者からの預り分 

 その他 上記以外の１年以内に返済や支払いを予定している負債（翌

年度支払い予定のリース負債等） 

純資産の部  

 固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金

銭以外の形態（固定資産等）で保有されるもの 

 余剰分（不足分） 地方公共団体で費消可能な資源の蓄積（不足分）をいい、原

則として金銭の形態で保有されるもの。不足の場合は、不足

分として計上 
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２．３．２．行政コスト計算書 

経常費用 毎会計年度に経常的に発生する費用 

 業務費用  毎会計年度に経常的に発生する対価性費用 

  人件費 議員歳費、職員給与などの人にかかる費用 

   職員給与費 職員等に対し勤労の対価として支払われる費用 

   賞与等引当金繰入

額 

職員に対する翌年度支給の賞与のうち、本年度の勤務に起因し

て発生する分の見込額 

   退職手当引当金繰

入額 

退職手当引当金の当年度発生額。具体的には、年度末に全職員

が自己都合で退職したと仮定して算出した退職金の総額から

退職手当組合積立金を差し引いた額 

   その他 報酬等として支払われる費用（議員報酬や各組織の委員報酬、

及び臨時雇賃金など） 

  物件費等 職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費、施設等の維持修繕に

かかる経費や減価償却費など 

   物件費 職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費など消費的性質の経費 

   維持補修費 工事請負費のうち、施設等の維持補修にあたるもの 

   減価償却費 償却資産の経年劣化に伴い発生する費用。具体的には当該償却

資産の取得価額等を法定耐用年数で除した金額 

   その他 上記以外の物件費等 

  その他の業務費用 支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度分過誤納還付など 

   支払利息 地方債及び一時借入金等地方公共団体の借入金に対する利息 

   徴収不能引当金繰

入額 

貸付金や未収金等で将来の回収不能見込額（不納欠損額）を見

積もった額で当年度発生分 

   その他 保険料、国庫支出金の返還金や過年度分過誤納還付等の上記以

外の費用 

 移転費用 毎会計年度経常的に発生する非対価性費用 

  補助金等 各種団体に対する政策目的の補助金等 

  社会保障給付 児童手当や扶助費などの社会保障給付費用 

  他会計への繰出金 他会計へ支出された費用 

  その他 補償金や寄付等の上記以外の移転支出的な費用 

経常収益 毎会計年度に経常的に発生する収益 

 使用料及び手数料 施設利用料や住民票などを発行する際の手数料 

 その他 過料、預金利子、売上収益など 

純経常行政コスト 会計年度の経常的に発生した純費用。具体的には、経常費用か

ら経常収益を差し引いた額 
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臨時損失 臨時に発生する費用 

 災害復旧事業費 災害復旧に関する費用 

 資産除売却損 資産の売却による収入が、資産の帳簿価額を下回る場合の差額

及び除却した資産の除却時の帳簿価額 

 投資損失引当金繰入額 本年度発生した連結対象団体への出資金や保有株式の実質価

格が著しく低下した場合に見込まれる低下額 

 損失補償引当金繰入額 履行すべき額が確定していないが、将来発生する可能性のある

損失保証債務の見込額の本年度発生分 

 その他 上記以外に臨時に発生した費用 

臨時利益 臨時に発生する利益 

 資産売却益 資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額 

 その他 上記以外の臨時に発生した収入の利益部分 

純行政コスト 会計年度の全ての費用から収益を差し引いた純費用。具体的に

は、純経常行政コストに臨時損失を足して臨時利益を加えた額 

２．３．３．純資産変動計算書 

前年度末純資産残高 前年度末の純資産の金額 

 純行政コスト 行政コスト計算書の収支尻である純行政コストを計上 

 財源 税収等及び国県等補助金 

  税収等 地方税、地方交付税、地方譲与税など 

  国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金など 

 固定資産等の変動(内部変動) 内部変動合計額 

  有形固定資産等の増加 有形・無形固定資産の形成による保有資産の増加額または有

形・無形固定資産の形成の為の支出した額 

  有形固定資産等の減少 有形・無形固定資産の減価償却費相当額及び除売却による減少

分または有形・無形固定資産の売却時の元本分と除売却相当額

及び減価償却相当額 

  貸付金・基金等の増加 貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新たな貸

付金・基金等のために支出した金額 

  貸付金・基金等の減少 貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の

償還収入及び基金の取崩収入相当額 

 資産評価差額 有価証券等の評価差額 

 無償所管替 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など 

 その他 上記以外の純資産及びその内部構成の変動 

本年度末純資産残高 本年度末の純資産の額(貸借対照表｢純資産｣と一致) 
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２．３．４．資金収支計算書 

業務活動収支 市政を運営する上での業務活動に係る収入及び支出 

 業務支出 市政を運営する上で、毎年度継続的に支出されるもの 

  業務費用支出 業務費用に係る支出 

   人件費支出 議員歳費、職員給料などの支出 

  物件費等支出 物品の購入費、維持補修費などの支出 

  支払利息支出 地方債、借入金に係る支払利息の支出 

  その他の支出 上記以外の業務費用支出 

  移転費用支出 移転費用に係る支出 

   補助金等支出 補助金等に係る支出 

  社会保障給付支出 生活保護費などの社会保障給付費支出 

  他会計への繰出支出 他会計への繰出による支出 

  その他の支出 上記以外の移転費用支出 

 業務収益 市政を運営する上で、毎年度継続的に収入されるもの 

  税収等収入 市民税、固定資産税などの収入 

  国県等補助金収入 国庫支出金及び都道府県支出金などの収入 

  使用料及び手数料収入 使用料・手数料の収入 

  その他の収入 財産貸付収入、延滞金など上記以外の業務収益収入 

 臨時支出 市政を運営する上で、臨時的に支出されるもの 

  災害復旧事業費支出 災害復旧事業費に係る支出 

  その他の支出 上記以外の臨時支出 

 臨時収入 市政を運営する上で、臨時的に収入されるもの 

業務活動収支  （業務支出）－（業務収益）＋（臨時支出）－（臨時収入） 

投資活動収支 市政を運営する上での投資活動に係る収入及び支出 

 投資活動支出 固定資産等の形成及び金融資産の形成に支出したもの 

  公共施設等整備費支出 有形固定資産等の資産形成に係る支出 

  基金積立金支出 基金積立の係る支出 

 投資及び出資金支出 投資及び出資金に係る支出 

 貸付金支出 貸付金に係る支出 

 その他の支出 上記以外の投資活動支出 

 投資活動収入 固定資産等の形成及び金融資産の形成に充てられた収入 

  国県等補助金収入 国県等補助金のうち投資活動支出の財源に充てられた収入 

 基金取崩収入 基金取崩に係る収入 

 貸付金元金回収収入 貸付金に係る元金回収収入 

 資産売却収入 資産売却による収入 

  その他の収入 上記以外の投資活動収入 

投資活動収支 （投資活動支出）－（投資活動収入） 
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財務活動収支 市政を運営する上での財務活動に係る収入及び支出 

 財務活動支出 地方債や借入金などの元本の償還 

 地方債償還支出 地方債に係る元本償還の支出 

その他の支出 上記以外の財務活動支出 

 財務活動収入 地方債や借入金などの元本収入 

  地方債発行収入 地方債の発行による収入 

 その他の収入 上記以外の財務活動収入 

財務活動収支 （財務活動支出）－（財務活動収入） 

本年度資金収支額 （業務活動収支）＋（投資活動収支）＋（財務活動収支） 

前年度末資金残高 前年度末の資金残高 

本年度末資金残高 本年度末の資金残高（前年度末資金残高＋本年度資金収支額） 
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２．４．財務書類の作成基準 

総務省などから公表された以下の作成基準、手法に準拠して作成しました。 

・新地方公会計制度研究会報告書 

・新地方公会計制度実務研究会報告書 

・「地方公共団体財務書類作成にかかる基準モデル」及び「地方公共団体財務書類作成に 

かかる総務省方式改訂モデル」に関するＱ＆Ａ 

 ・地方公会計の活用の促進に関する研究会報告書 

・新地方公会計モデルにおける資産評価実務手引 

・新地方公会計モデルにおける連結財務書類作成実務手引 

・地方公共団体における財務書類の活用と公表について 

・資産評価及び固定資産台帳整備の手引き 

・財務書類作成要領 

・連結財務書類作成の手引き 

・Ｑ＆Ａ集 
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２．５．作成単位 

作成単位は、一般会計等を基礎とし、さらに一般会計等に地方公営事業会計を加えた全体

財務書類、全体財務書類に地方公共団体の関連団体を加えた連結財務書類とします。 

また、対象となる会計の範囲は以下の通りです。 

 

会計 
一般会計

等 
全体会計 連結会計 連結方法 

一般会計 ○ ○ ○ - 

土地取得特別会計 ○ ○ ○ - 

内陸フロンティア事業特別会計 ○ ○ ○ - 

国民健康保険特別会計 - ○ ○ - 

簡易水道事業特別会計 - ○ ○ - 

公共下水道事業特別会計 - ○ ○ - 

駐車場事業特別会計 - ○ ○ - 

農業集落排水事業特別会計 - ○ ○ - 

介護保険特別会計 - ○ ○ - 

後期高齢者医療保険事業特別会計 - ○ ○ - 

水道事業会計 - ○ ○ - 

病院事業会計 - ○ ○ - 

藤枝市土地開発公社 - - ○ 全部 

（財）藤枝市勤労者福祉サービスセンター - - ○ 全部 

志太広域事務組合 - - ○ 比例 

（株）まちづくり藤枝 - - ○ 比例 

静岡県大井川広域水道企業団 - - ○ 比例 

駿遠学園管理組合 - - ○ 比例 

静岡県後期高齢者医療広域連合 - - ○ 比例 

静岡滞納整理機構 - - ○ 比例 

 

２．６．会計処理 

 現行の財務会計システムから歳入・歳出データを取得し、これを一括して複式仕訳に変換

する期末一括仕訳を採用しています。 
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２．７．作成基準日 

 財務書類の作成基準日は、会計年度末（3 月 31 日）とします。ただし、出納整理期間中

の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とします 

２．８．注意点 

・各財務書類は、千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合 

があります。科目の内訳を一部省略しています。 

・財務書類４表構成の相互関係は、百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金 

額が一致しない場合があります。 

・各科目の四捨五入の単位未満の表示は次のとおりです。 

「０」・・・四捨五入の結果、単位未満のもの 「－」・・・金額が存在しないもの 

・貸借対照表の流動・固定の区分は、1年を超えて入金及び支払いがあるものを固定資産・ 

固定負債にし、1年以内のものを流動資産・流動負債とします。また、固定資産・固定負 

債から配列します。 

・行政コスト計算書には、発生主義会計を採り入れ減価償却費，退職手当引当金等の現金 

支出を伴わない費用も計上しています。 

・「住民一人当たり」の算出に際し、会計年度末の住民基本台帳人口で算出しております。 
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３．財務４表分析   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３．財務４表分析   ３．１一般会計等 
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３．１．一般会計等 

貸借対照表(BS) 一般会計等 
  

（単位：千円） 

科目名 金額 構成比 科目名 金額 構成比 

【資産の部】     【負債の部】 

  

  固定資産 270,541,390 96.00%   固定負債 40,343,209 89.00% 

    有形固定資産 239,292,701 84.90%     地方債 36,525,801 80.60% 

      事業用資産 70,207,602 24.90%     長期未払金 - 0.00% 

        土地 43,862,786 15.60%     退職手当引当金 3,721,010 8.20% 

      立木竹 145,846 0.10%     損失補償等引当金 - 0.00% 

        建物 24,171,083 8.60%     その他 96,398 0.20% 

        工作物 1,749,614 0.60%   流動負債 4,993,538 11.00% 

        その他 3,991 0.00%     １年内償還予定地方債 4,022,671 8.90% 

        建設仮勘定 274,281 0.10%     未払金 - 0.00% 

      インフラ資産 167,882,550 59.60%     未払費用 - 0.00% 

        土地 91,692,107 32.50%     前受金 330,100 0.70% 

        建物 4,806,223 1.70%     前受収益 - 0.00% 

        工作物 70,992,277 25.20%     賞与等引当金 417,268 0.90% 

        その他 - 0.00%     預り金 188,897 0.40% 

        建設仮勘定 391,942 0.10%     その他 34,602 0.10% 

      物品 1,202,550 0.40% 負債合計 45,336,747 100.00% 

    無形固定資産 85,599 0.00% 【純資産の部】  

 

    投資その他の資産 31,163,090 11.10%   固定資産等形成分 279,380,162 - 

  流動資産 11,256,084 4.00%   余剰分（不足分） -42,919,434 - 

    現金預金 1,790,778 0.60%      

    未収金 626,831 0.20%     

    短期貸付金 17,800 0.00%     

    基金 8,820,972 3.10%     

    棚卸資産 - 0.00%     

    その他 - 0.00%    

    徴収不能引当金 -296 0.00% 純資産合計 236,460,727 83.90% 

資産合計 281,797,474 100.00% 負債及び純資産合計 281,797,474 100.00% 
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（１） 資産の部 

   藤枝市の一般会計等における資産の合計は2,818億円になります。その多くは固定

資産(2,705億円)によって構成されています。 

① 固定資産 

固定資産での内訳は、事業用資産が702億円（25.9％）、インフラ資産が1679億円

（62.0％）で大部分を占め、投資等では312億円（11.5%）となっています。 

 

  ② 流動資産 

      流動資産の内訳は、基金で約88億円、現金預金の18億円で大部分を占めています。

前年からの繰越金が当年度の活動に充てられ、流動資産は前年より約8億減となっ

て、資産全体では約22億円減少しています。 

 （住民一人あたり資産総額 約1,954千円） 

 

（２） 負債の部 

藤枝市の一般会計等における負債の合計は、453億円になります。その多くは固定 

負債で403億円になります。 

 ① 固定負債 

  固定負債の内訳は、地方債が365億円、退職手当引当金37億円で大部分を占め、 

その他として、リース負債1億円が計上されています。 

②  流動負債 

   流動負債の内訳は、１年内償還予定地方債が42億円、賞与引当金約4億円、預り金 

で2億円が計上されており、負債全体では前年から約3億円増となっています。 

（住民一人あたり負債額 約314千万円） 

事業用資産

702億円

25.9%

インフラ資産

1679億円

62.0%

物品

12億円

0.4%

無形固定資産

1億円

0.0%
投資その他の資産

312億円

11.5%

固定資産内訳

固定資産

2,705億円



17 

 

行政コスト計算書(PL)  一般会計等 
 

（単位：千円） 

科目名 金額 

  経常費用 44,927,566 

    業務費用 20,848,658 

      人件費 7,157,177 

        職員給与費 5,064,378 

        賞与等引当金繰入額 417,268 

        退職手当引当金繰入額 617,270 

        その他 1,058,260 

      物件費等 13,168,628 

        物件費 6,139,930 

        維持補修費 575,221 

        減価償却費 6,453,478 

        その他 - 

      その他の業務費用 522,853 

        支払利息 224,281 

        徴収不能引当金繰入額 25,769 

        その他 272,803 

    移転費用 24,078,907 

      補助金等 9,304,858 

      社会保障給付 10,643,937 

      他会計への繰出金 4,061,458 

      その他 68,654 

  経常収益 1,199,275 

純経常行政コスト 43,728,290 

  臨時損失 160,631 

    災害復旧事業費 157,222 

    資産除売却損 3,409 

    投資損失引当金繰入額 - 

    その他 - 

  臨時利益 11,146 

    資産売却益 11,146 

    その他 - 

純行政コスト 43,877,775 
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（１）業務費用 

人件費のうち、職員給与費は市の職員給与、法定福利費などのコストで、議員報酬や各組

織の委員報酬及び臨時職員、嘱託職員分はその他に含まれます。 

退職給付引当金は、退職給付が、一定の期間にわたり労働を提供したこと等の事由に基

づき支払われる対価とし通常勤務のコストと考えて、毎年必要な額（発生した費用）を取

り崩し引当てます。その引当処理後の必要差額ある場合を繰入額として計上します。 

物件費は、人件費以外の全ての業務の費用です。減価償却費と維持補修費は、設備に関す

る費用です。減価償却費は、一括で購入した資産の費用（取得原価）を各期に配分したも

のです。維持補修費は、設備が目的とした機能を果たしていけるように行った修繕の費用

です。その他の業務費用は、主に地方債の利子です。 

 

（２）移転費用 

移転費用は、それで直接サービスを行う費用でなく、市を通じて各所へ移転した金額です。

補助金等は市の外部の事業への負担金です。社会保障給付は、法律で定められているもの

であり、財源には国庫支出金などが充てられています。 

 

（３）経常収益 

経常収益は主に、施設の使用料や、各種手続きの手数料などの収入です。 

 

（４）臨時損失、臨時利益 

臨時損失及び臨時利益は、資産の売却損益など、経常的ではない臨時の損益を表します。 

 

（５）住民一人あたりコスト 

住民一人あたり業務費用 145 千円 

住民一人あたり人件費 50 千円 

住民一人あたり物件費等 91 千円 

住民一人あたりその他の業務費用 4 千円 

住民一人あたり純経常行政コスト 303 千円 

住民一人あたり移転費用 167 千円 

住民一人あたり補助金等 65 千円 

住民一人あたり社会保障給付 74 千円 

住民一人あたり純行政コスト 304 千円 

                   ※令和02年3月31日現在 144,249人 
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 （６）コスト分析 

経常費用は、市が直接的にサービスを提供するためのコストと、間接的に住民サービス

を提供するためのコストに分類されます。経常費用の内訳を見ますと、物件費等が29.3%

となって最も多くなっていますが、当年度は移転費用として補助金等20.7%、他会計への

繰出金9.0%、社会保障給付23.7%、となり移転費用の割合が前年より多くなりました。 

 

 

 

一般会計等での経常費用全体では、前年から25億円ほどの増加が見られました。 

当年度の特徴としては、移転費用に掛かるコストが増加しており、その増加分が約24億

円となり、当年度のコスト増加要因の主要なものとして見て取れます。前年では、逆に減

少していた費用科目でありましたが、国の施策への対応や連結対象団体への補助金等の

増加によるもので、外部の状況に応じて推移したものと見られます。 

 

 

 

 

 

 

  

人件費

72億円

15.9%

物件費等

132億円

29.3%

その他の業務費用

5億円

1.2%

補助金等

93億円

20.7%

社会保障給付

106億円

23.7%

他会計への繰出金

41億円

9.0%

その他

1億円

0.2%
経常費用内訳

経常費用

４４９億円
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純資産変動計算書(NW)    一般会計等 
  

（単位：千円） 

科目名 合計 
固定資産等 

形成分 
余剰分(不足分) 

他団体 

出資等分 

前年度末純資産残高 239,001,065 280,742,151 -41,741,086  

  純行政コスト（△） -43,877,775  -43,877,775  

  財源 41,334,600  41,334,600  

    税収等 30,211,406  30,211,406  

    国県等補助金 11,123,193  11,123,193  

  本年度差額 -2,543,176  -2,543,176  

  固定資産等の変動 

（内部変動）  

 

-1,364,827 

 

1,364,827 

 

    有形固定資産等の増加  4,353,457 -4,353,457  

    有形固定資産等の減少  -6,470,630 6,470,630  

    貸付金・基金等の増加  4,588,767 -4,588,767  

    貸付金・基金等の減少  -3,836,421 3,836,421  

  資産評価差額 3,136 3,136   

  無償所管換等 -299 -299   

  その他 - - -  

  本年度純資産変動額 -2,540,339 -1,361,990 -1,178,349  

本年度末純資産残高 236,460,727 279,380,162 -42,919,435  

 

 

 

純資産変動計算書は、財政状態のフローを純資産（正味資産）の変動の角度から見たもの

です。 

                                           

 藤枝市の一般会計等においては本年度差額が25億円のマイナスになっています。このこ

とは、純行政コストを財源（税収等、国県補助金等）で補えなかった状態を表しています。 

財源では寄附金収入の減少が大きく、全体として前年より減収となり、一方でコストの増

加が大きかったことで、本年度差額のマイナスが大きくなったものと見られます。 

 

この一般会計等での結果は、過去及び現世代の蓄積資産（純資産）を減少させたことにな

っています。     
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資金収支計算書(CF) 一般会計等 （単位：千円） 

科目名 金額 

【業務活動収支】   

  業務支出 38,373,508 

    業務費用支出 14,294,601 

    移転費用支出 24,078,907 

  業務収入 41,334,358 

  臨時支出 157,222 

  臨時収入 - 

業務活動収支 2,803,628 

【投資活動収支】  

  投資活動支出 8,495,011 

    公共施設等整備費支出 4,353,457 

    基金積立金支出 483,748 

    投資及び出資金支出 634,000 

    貸付金支出 2,523,805 

    その他の支出 500,000 

  投資活動収入 4,482,760 

投資活動収支 -4,012,251 

【財務活動収支】  

  財務活動支出 4,260,564 

  財務活動収入 4,501,800 

財務活動収支 241,236 

本年度資金収支額 -967,387 

前年度末資金残高 2,569,268 

本年度末資金残高 1,601,881 

 

※本年度末資金残高には、歳計外現金は含まれていません 
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（１）業務活動収支 

資産の形成に関係がなく直接純資産の増大・減少をもたらす資金の収支をあらわしま

す。いわゆる経常的な活動費用として処理される人件費や消耗品費のような物件費・経費

の支出と、資金で藤枝市に入ってきた収入の関係を表しています。 

そこで、行政コストや純資産変動計等書では支出と考えられた資産の目減り分（減価償却

費）はキャッシュの流出を伴っていないので含まれません。本年度は28億円のプラスとな

ります。 

 

（２）投資活動収支 

 公共施設等の整備や基金の積立・投資等の投資的な活動に関する支出に対して、基金の取

り崩しや補助金の収入がどれだけ充当されているかが分かります。また、経常的収支の残っ

た分は、資産の目減り分を補填するに等しい資産の取得に充てられています。当年度の、固

定資産形成に充当された補助金収入や資産売却収入から、固定資産形成のための支出との

差額は40億円のマイナスとなります。 

 

（３）財務活動収支 

基本的に、借入れによる収入と借入れの償還による支出との差額です。償還が上回ればマ

イナスになりますので、財務活動収支はマイナスの方が望まれます。 

ですが本年度は、地方債による収入が償還額を上回った為、2億円のプラスとなりました。 
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３．財務４表分析   ３．２．全体会計 
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３．２．全体会計 

貸借対照表(BS) 全体会計 

  

（単位：千円） 

科目名 金額 構成比 科目名 金額 構成比 

【資産の部】  

 

【負債の部】 

  

  固定資産 319,408,050 94.90%   固定負債 76,102,823 88.80% 

    有形固定資産 303,491,260 90.20%     地方債 65,935,375 77.00% 

      事業用資産 82,066,118 24.40%     長期未払金 16,348 0.00% 

        土地 46,456,422 13.80%     退職手当引当金 6,175,418 7.20% 

      立木竹 145,846 0.00%     損失補償等引当金 - 0.00% 

        建物 33,056,755 9.80%     その他 3,975,682 4.60% 

        工作物 1,958,719 0.60% 

 

 

 

        その他 159,569 0.00%   流動負債 9,563,257 11.20% 

        建設仮勘定 288,807 0.10%     １年内償還予定地方債 5,949,146 6.90% 

      インフラ資産 218,317,477 64.90%     未払金 1,937,596 2.30% 

        土地 94,191,313 28.00%     未払費用 - 0.00% 

        建物 13,761,181 4.10%     前受金 330,100 0.40% 

        工作物 109,143,934 32.40%     前受収益 - 0.00% 

        その他 779,266 0.002     賞与等引当金 1,006,853 1.20% 

        建設仮勘定 441,782 0.10%     預り金 269,920 0.30% 

      物品 3,107,665 0.90%     その他 69,642 0.10% 

    無形固定資産 112,551 0.00% 負債合計 85,666,081 100.00% 

    投資その他の資産 15,804,240 4.70% 【純資産の部】   

  流動資産 17,194,882 5.10%   固定資産等形成分 328,246,822 - 

    現金預金 4,192,733 1.20%   余剰分（不足分） -77,309,969 - 

    未収金 4,064,623 1.20%    - - 

    短期貸付金 17,800 0.00% 

 

  

    基金 8,820,972 2.60% 

 

  

    棚卸資産 103,835 0.00% 

 

  

    その他 1,670 0.00% 

 

  

    徴収不能引当金 -6,750 0.00%    

繰延資産 - 0.00% 純資産合計 250,936,852 74.50% 

資産合計 336,602,932 100.00% 負債及び純資産合計 336,602,932 100.00% 
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（１） 資産の部 

   藤枝市の全体会計における資産の合計は3,366億円になります。その多くは固定資

産によって構成されています。一般会計等からは548億円増えています。 

① 固定資産 

固定資産での内訳は、事業用資産が821億円（25.7％）、インフラ資産が2,183億円

（68.4％）で大部分を占めています。全体会計では上下水道の会計が含まれる為、

インフラ資産の割合が増えています。 

 

② 流動資産 

      流動資産の内訳は、基金で88億円、現金預金の42億円、未収金の40億円で大部分を

占めています。     （住民一人あたり資産総額 約2,333千円_全体会計） 

 

（３） 負債の部 

藤枝市の全体会計における負債の合計は、857億円になります。その多くは固定 

負債で761億円になります。 

 ① 固定負債 

  固定負債の内訳は、地方債が659億円、退職手当引当金62億円で大部分を占め、そ

の他として、公営企業の前受分などが40億円計上されています。各公営企業会計等

の地方債が313億円、一般会計等より増えています。 

③  流動負債 

   流動負債の内訳は、１年内償還予定地方債が59億円、賞与引当金10億円、預り金3

億円、未払金で19億円の計上となっています。負債全体では前年から約△14億円と

なっています。     （住民一人あたり負債額 約593千万円_全体会計） 

事業用資産

821億円

25.7%

インフラ資産

2183億円

68.4%

物品

31億円

1.0%

無形固定資産

1億円

0.0%

投資その他の資産

158億円

4.9%
固定資産内訳

固定資産

3,194億円
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行政コスト計算書(PL)  全体会計 
 

（単位：千円） 

科目名 金額 

  経常費用 89,277,707 

    業務費用 44,258,003 

      人件費 16,698,732 

        職員給与費 12,556,524 

        賞与等引当金繰入額 1,006,853 

        退職手当引当金繰入額 707,270 

        その他 2,428,085 

      物件費等 25,137,014 

        物件費 14,764,146 

        維持補修費 1,039,486 

        減価償却費 9,333,382 

        その他 - 

      その他の業務費用 2,422,257 

        支払利息 836,726 

        徴収不能引当金繰入額 96,866 

        その他 1,488,665 

    移転費用 45,019,704 

      補助金等 34,195,430 

      社会保障給付 10,672,508 

      その他 151,766 

  経常収益 21,442,236 

純経常行政コスト 67,835,471 

  臨時損失 160,631 

    災害復旧事業費 157,222 

    資産除売却損 3,409 

    損失補償等引当金繰入額 - 

    その他 - 

  臨時利益 11,146 

    資産売却益 11,146 

    その他 - 

純行政コスト 67,984,956 
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（１）コスト分析 

全体会計での経常費用の内訳を見ますと、一般会計等の構成割合とは異なってきてい

る点が、「他会計への繰出金」の割合がなくなり、「補助金等」の割合が38.3%と多くを

占めている点などが、顕著な違いとして表れています。「他会計への繰出金」は繰出し先

の会計の収入分と相殺することになり0となります。また、全体会計は、国民健康保険や

後期高齢、介護保険等の会計が含まれ、事業の性質的に「補助金等」の外部へ向けられる

コストの割合が多い会計となります。 

経常費用は前年と比べ、全体会計でも25億円増加している形になります。 

一般会計等での増加内容が、ほぼ全体会計にも影響していることになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費

167億円

18.7%

物件費等

251億円

28.2%

その他の業務費用

24億円

2.7%

補助金等

342億円

38.3%

社会保障給付

107億円

12.0%

その他

2億円

0.2%

経常費用内訳

経常費用

893億円
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純資産変動計算書(NW)  全体会計 
  

（単位：千円） 

科目名 合計 
固定資産等 

形成分 
余剰分(不足分) 

他団体 

出資等分 

前年度末純資産残高 253,257,176 331,243,998 -77,986,822  

  純行政コスト（△） -67,984,956  -67,984,956  

  財源 65,661,794  65,661,794  

    税収等 40,543,143  40,543,143  

    国県等補助金 25,118,651  25,118,651  

  本年度差額 -2,323,162  -2,323,162  

  固定資産等の変動 

（内部変動）  

 

-3,000,013 

 

3,000,013 

 

    有形固定資産等の増加  6,315,057 -6,315,057  

    有形固定資産等の減少  -9,417,894 9,417,894  

    貸付金・基金等の増加  5,321,332 -5,321,332  

    貸付金・基金等の減少  -5,218,508 5,218,508  

  資産評価差額 3,136 3,136   

  無償所管換等 -299 -299   

 他団体出資等分の増加     

 他団体出資等分の減少     

 比例連結割合変更に伴う 

差額 - -  

 

  その他 - - -  

  本年度純資産変動額 -2,320,325 -2,997,176 676,852  

本年度末純資産残高 250,936,852 328,246,822 -77,309,970  

 

 

全体会計における純資産の変動を見ていくと、純経常コストに対する、収入となる財源の

本年度差額においては、一般会計等では約25億円のマイナスであったのに対して、水道事業

会計の収益の積み上げなどから、公営企業会計等を合算して約2億円程度プラスされ数字が

変化しています。 
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資金収支計算書(CF)  全体会計 （単位：千円） 

科目名 金額 

【業務活動収支】   

  業務支出 79,419,189 

    業務費用支出 34,399,485 

    移転費用支出 45,019,704 

  業務収入 85,603,962 

  臨時支出 157,222 

  臨時収入 - 

業務活動収支 6,027,550 

【投資活動収支】  

  投資活動支出 10,142,187 

    公共施設等整備費支出 6,323,182 

    基金積立金支出 663,316 

    投資及び出資金支出 - 

    貸付金支出 2,559,805 

    その他の支出 595,884 

  投資活動収入 4,644,653 

投資活動収支 -5,497,534 

【財務活動収支】  

  財務活動支出 8,199,112 

  財務活動収入 6,676,400 

財務活動収支 -1,522,712 

本年度資金収支額 -992,696 

前年度末資金残高 4,996,531 

比例連結割合変更に伴う差額 - 

本年度末資金残高 4,003,836 

 

※本年度末資金残高には、歳計外現金は含まれていません 

 
 

業務活動収支は 60 億円のプラス、投資活動収支は 55 億円のマイナス、財務活動収支は
15 億円のマイナスとなっています。業務活動収支のプラス分で投資活動分を補える金額と
なっています。 
 
 また全体会計での財務活動収支は、地方債償還支出が地方債発行を上回り、理想的な形と

なっています。病院事業会計をはじめとした公営企業会計の財務活動が影響しています。 
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３．財務４表分析   ３．３．連結会計 
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３．３．連結会計 

貸借対照表(BS) 連結会計 
  

（単位：千円） 

科目名 金額 構成比 科目名 金額 構成比 

【資産の部】 

  

【負債の部】 

  

  固定資産 328,032,849 94.60%   固定負債 80,541,346 89.10% 

    有形固定資産 311,174,267 89.80%     地方債 67,819,310 75.00% 

      事業用資産 87,288,302 25.20%     長期未払金 16,348 0.00% 

        土地 47,523,916 13.70%     退職手当引当金 7,088,358 7.80% 

      立木竹 145,846 0.00%     損失補償等引当金 - 0.00% 

        建物 35,210,731 10.20%     その他 5,617,329 6.20% 

        工作物 2,223,422 0.60%     

 

        その他 159,569 0.00%   流動負債 9,839,267 10.90% 

        建設仮勘定 2,024,818 0.60%     １年内償還予定地方債 6,094,737 6.70% 

      インフラ資産 220,029,117 63.50%     未払金 1,956,226 2.20% 

        土地 94,357,615 27.20%     未払費用 0 0.00% 

        建物 13,814,483 4.00%     前受金 339,786 0.40% 

        工作物 110,617,227 31.90%     前受収益 0 0.00% 

        その他 779,266 0.002     賞与等引当金 1,101,886 1.20% 

        建設仮勘定 460,525 0.10%     預り金 275,758 0.30% 

      物品 3,856,848 1.10%     その他 70,874 0.10% 

    無形固定資産 2,870,090 0.80% 負債合計 90,380,612 100.00% 

    投資その他の資産 13,988,493 4.00% 【純資産の部】     

  流動資産 18,557,731 5.40%   固定資産等形成分 336,876,666 - 

    現金預金 5,338,114 1.50%   余剰分（不足分） -80,666,698 - 

    未収金 4,133,269 1.20%   他団体出資等分 - - 

    短期貸付金 17,800 0.00%      

    基金 8,826,017 2.50%      

    棚卸資産 247,379 0.10%      

    その他 1,916 0.00%    

    徴収不能引当金 -6,764 0.00%      

繰延資産 - 0.00% 純資産合計 256,209,967 73.90% 

資産合計 346,590,580 100.00% 負債及び純資産合計 346,590,580 100.00% 
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（１） 資産の部 

   藤枝市の連結会計における資産の合計は3,466億円になります。 

全体会計からは100億円増えています。 

① 固定資産 

固定資産での内訳は、事業用資産が873億円（26.6％）、インフラ資産が2,200億

円（67.1％）を占めて、広域事務組合、水道企業団等の固定資産が含まれていま

す。 

  

② 流動資産 

      流動資産の内訳は、基金で88億円、現金預金の53億円、未収金の41億円で多くを占

めています。       （住民一人あたり資産総額 約2,402千円_連結会計） 

 

（２） 負債の部 

藤枝市の連結会計における負債の合計は、904億円になります。固定負債で805億

円、流動負債で98億円となります。 

① 固定負債 

  固定負債の内訳は、地方債が678億円、退職手当引当金70億円で大部分を占め、そ

の他として、公営企業の前受分などで56億円計上されています。組合や企業団の地

方債が約19億円、全体会計より増えています。 

②  流動負債 

   流動負債の内訳は、１年内償還予定地方債が60億円、賞与引当金約11億円、預り金

3億円、未払金で20億円の計上となっています。 

（住民一人あたり負債額 約627千万円） 

事業用資産

873億円

26.6%

インフラ資産

2200億円

67.1%

物品

39億円

1.2%

無形固定資産

29億円

0.9%

投資その他の資産

140億円

4.3%
固定資産内訳

固定資産

3,280億円
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行政コスト計算書(PL) 連結会計 
 

（単位：千円） 

科目名 金額 

  経常費用 102,290,810 

    業務費用 47,635,201 

      人件費 18,082,326 

        職員給与費 13,721,168 

        賞与等引当金繰入額 1,101,854 

        退職手当引当金繰入額 802,271 

        その他 2,457,034 

      物件費等 26,821,243 

        物件費 15,725,625 

        維持補修費 1,375,102 

        減価償却費 9,684,291 

        その他 36,225 

      その他の業務費用 2,731,631 

        支払利息 844,906 

        徴収不能引当金繰入額 96,880 

        その他 1,789,846 

    移転費用 54,655,608 

      補助金等 27,883,425 

      社会保障給付 26,650,218 

      その他 121,966 

  経常収益 21,883,680 

純経常行政コスト 80,407,129 

  臨時損失 164,777 

    災害復旧事業費 157,222 

    資産除売却損 7,555 

    損失補償等引当金繰入額 0 

    その他 0 

  臨時利益 12,898 

    資産売却益 12,898 

    その他 0 

純行政コスト 80,559,008 

 



34 

 

（１）コスト分析 

連結会計での経常費用の内訳を見ますと、全体会計に引き続き、移転費用の割合が高い

のが特徴的です。後期高齢者医療広域連合を連結することになりますが、連合自体の支出

が大きく、それに引っ張られる形が連結会計に見られる形です。 

また、経常費用は前年と比べ、一般会計等で増加していた数字に加え、連結先である後

期高齢者医療広域連合での経常費用の増加も加えられて、結果として連結会計では、約22

億円の増加となっています。 

 

  

 

一般会計等で見られた補助金等の増加分は、連結会計になって組合との収支と相殺さ

れています。連結会計では、後期高齢者広域連合の社会保障給費が増加して、全体会計ま

でのそれとは変化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費

181億円

17.7%

物件費等

268億円

26.2%

その他の業務費用

27億円

2.7%

補助金等

279億円

27.3%

社会保障給付

267億円

26.1%

その他

1億円

0.1%

経常費用内訳

経常費用

１０２３億円
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純資産変動計算書(NW)  連結会計 
  

（単位：千円） 

科目名 合計 
固定資産等 

形成分 
余剰分(不足分) 

他団体 

出資等分 

前年度末純資産残高 257,292,642 337,992,381 -80,699,739 - 

  純行政コスト（△） -80,559,008  -80,559,008 - 

  財源 79,458,176  79,458,176 - 

    税収等 47,186,131  47,186,131 - 

    国県等補助金 32,272,045  32,272,045 - 

  本年度差額 -1,100,833  -1,100,833 - 

  固定資産等の変動 

（内部変動） 
 

 

-1,125,307 

 

1,125,307 
 

    有形固定資産等の増加  8,837,931 -8,837,931  

    有形固定資産等の減少  -10,066,099 10,066,099  

    貸付金・基金等の増加  5,325,242 -5,325,242  

    貸付金・基金等の減少  -5,222,381 5,222,381  

  資産評価差額 3,497 3,497   

  無償所管換等 -299 -299   

他団体出資等分の増加   - - 

他団体出資等分の減少   - - 

比例連結割合変更に伴う差額 4,178 6,393 -2,215 - 

  その他 10,782 - 10,782  

  本年度純資産変動額 -1,082,675 -1,115,715 33,040 - 

本年度末純資産残高 256,209,967 336,876,666 -80,666,699 - 

 

連結会計における純資産の変動を見ていくと、本年度差額においては約11億円のマイナ

スとなっています。全体会計以降の連結対象団体の一部事務組合においてのプラス額が影

響して全体会計までの数字から12億円プラスに転じています。 
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資金収支計算書(CF)  連結会計 （単位：千円） 

科目名 金額 

【業務活動収支】   

  業務支出 92,026,594 

    業務費用支出 37,367,314 

    移転費用支出 54,659,280 

  業務収入 99,362,298 

  臨時支出 157,222 

  臨時収入 - 

業務活動収支 7,178,481 

【投資活動収支】  

  投資活動支出 12,372,979 

    公共施設等整備費支出 8,553,467 

    基金積立金支出 663,555 

    投資及び出資金支出 - 

    貸付金支出 2,559,805 

    その他の支出 596,153 

  投資活動収入 5,114,994 

投資活動収支 -7,257,985 

【財務活動収支】  

  財務活動支出 8,351,195 

  財務活動収入 7,500,086 

財務活動収支 -851,109 

本年度資金収支額 -930,614 

前年度末資金残高 6,073,430 

比例連結割合変更に伴う差額 662 

本年度末資金残高 5,143,478 

 

※本年度末資金残高には、歳計外現金は含まれていません 

 

業務活動収支は72億円のプラス、投資活動収支は73億円のマイナス、財務活動収支は9億円の

マイナスとなっています。 

 当年度の連結会計では、組合での公共施設への投資活動が積極的に行われた関係で、それぞれ

の収支に影響を与えていると見られます。 

  

 

 


